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1．株式会社の現況に関する事項 

（1）事業の経過及びその成果 

当会計年度における経営環境は、世界経済全体で緩やかな景気拡大が続きました。米

国及び日本では個人消費や設備投資などが堅調に推移しました。また、欧州でも、全体

としては緩やかな景気回復基調が続いたほか、中国では、積極的なインフラ投資が景気

を下支えしました。 

一方で米国や欧州各国の保護主義的な動向や、中国や新興国の景気減速への懸念、中

近東における内紛と関係諸国の応酬、朝鮮半島の南北政情等、日本経済を取り巻く環境

には依然として不透明感が見られます。 

 

このような環境下で、当会計年度（平成29年4月～平成30年3月）の経営成績は、 

売上高47,546百万円（前年度比 4.7％減）、税引前利益816百万円（前年度比4.0％増）、

当期純利益549百万円（前年度比3.1％増）となりました。 

セグメント別の概況は次のとおりです。 

 

(エネルギー) 

燃料油取引は、一部顧客でLPGへの燃料転換によりLSAの供給量が減少しましたが、原油

価格の上昇により重油等の販売価格が値上がりしました。 

この結果、エネルギーの売上高は7,836百万円(前年度比16.0%増)となりました。 

 

(機能化学品) 

機能化学品は、顧客需要が堅調に推移し、半導体向け化学薬品及び輸入化学品が増加し

ました。 

この結果、機能化学品の売上高は9,120百万円(前年度比6.6%増)となりました。 

 

(工業部材) 

工業部材は、顧客需要が堅調に推移し、自動車関連部品の売上高が増加しましたが、 

二次電池取引の事業撤退により、売上高が大幅に減少しました。 

この結果、工業部材の売上高は、30,590百万円（前年度比 11.6％減）となりました。 

 

 

（セグメント別売上高） 

（単位：百万円） 

 

前会計年度 

自 平成28年 4月 1日 

至 平成29年 3月31日 

当会計年度 

自 平成29年 4月 1日 

至 平成30年 3月31日 

前 年 度 

比較増減率 

(％) 
金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 

エネルギー 6,758 13.5 7,836 16.5 16.0 

機能化学品 8,558 17.2 9,120 19.2 6.6 

工業部材 34,586 69.3 30,590 64.3 △11.6 

合  計 49,902 100.0 47,546 100.0 △4.7 
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（2）設備投資等の状況 

当会計年度中における主な設備投資としては、日立オイルターミナルにおいて積場流量

計の定量弁分解整備を実施、中条営業所においてポンプの更新を実施、安来営業所にお

いて重油タンクの塗装を実施、九州営業所において高架配管や送油ポンプの改修を実施

いたしました。 

 

（3）資金調達の状況 

 当会計年度中には、社債及び新株式の発行による資金調達はございませんでした。 

また、当会計年度末日現在における借入金はございません。 

 

（4）対処すべき課題 

  内外の諸情勢からみて、今後とも厳しい事業環境が予想されますが、当社はエネルギー、

ケミカル、エコロジー、エレクトロニクスの各分野における積極的営業展開を図り、事業の

グローバル化、新規ビジネスの開拓を推進し、CSRの更なる徹底とともに経営基盤の強化を図

ってまいります。 

 

（5）財産及び損益の状況の推移 

区  分 
平成26年度 

第43期 

平成27年度 

第44期 

平成28年度 

第45期 

平成29年度 

第46期(当期) 

売 上 高 58,011百万円 54,546百万円 49,902百万円 47,546百万円 

当期純利益 341百万円 516百万円 532百万円 549百万円 

1株当たり 

当期純利益 
851円96銭 1,289円65銭 1,330円56銭 1,371円85銭 

純 資 産 5,253百万円 5,649百万円 5,986百万円 6,320百万円 

総 資 産 16,825百万円 15,659百万円 17,136百万円 17,305百万円 
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（6）重要な親会社の状況 

親会社との関係 

当社の親会社は株式会社日立ハイテクノロジーズで、同社は当社の株式を400千株 

（出資比率100％）保有いたしております。 

当社は同社に対し、情報機器等を販売しております。 

 

（7）主要な事業内容 

事  業 主  要  製  品 

エネルギー 工業用燃料、工業用ガス、車輌燃料油 

機能化学品 
 電子工業用高純度化学品及び高圧ガス、潤滑油、触媒、冷媒、 

工業用各種化学品 

工業部材 

二次電池関連部材、ＲＦＩＤ、半導体関連部材、液晶、 

情報・通信関連部材、ディスプレイ関連部材、 

サーマルソリューション部材、精密加工品、 

焼結金属部品、締結部品、機工品、電線、非鉄金属材料 

 

（8）主要な営業所 

営 業 所 名 所 在 地 営 業 所 名 所 在 地 

本       社 東京都港区 安来営業所 島根県安来市 

関 西 支 店 大阪府大阪市 九州営業所 福岡県北九州市 

茨 城 支 店 茨城県ひたちなか市 多賀営業所 茨城県日立市 

中条営業所 新潟県胎内市 日立オイルターミナル 茨城県日立市 

栃木営業所 栃木県真岡市 大平出張所 栃木県栃木市 

北関東営業所 埼玉県熊谷市 名古屋出張所 愛知県名古屋市 

平成30年4月1日付で名古屋出張所を開設致しました。 

 

（9）従業員の状況 

 平成28年度 平成29年度 対前年度増減 

従業員数 173名 181名 8名 

 

2．会社の株式に関する事項 

（1）発行済株式の総数          400,000株 

 

（2）株主数                  1 名 

 

（3）株主      株式会社日立ハイテクノロジーズ 

株 主 名 持 株 数 持株比率 

株式会社日立ハイテクノロジーズ 400千株 100％ 
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3．会社役員に関する事項 （平成30年3月31日現在） 
氏   名 地  位 担  当 重要な兼職の状況 

島津  剛 
代表取締役 

取締役社長 

全般 

営業推進部 

全社プロジェクト 

地域戦略 

IT プロダクツ営業本部 

 

髙橋 路彦 取締役 

管理本部 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

輸出管理 

情報セキュリティ 

Ｊ－ＳＯＸ 

 

関  誠司 取締役 

エネルギー・化学品営業本部 

エレクトロニクス営業本部 

産業材料営業本部 

設備安全管理 

 

山本 洋祐 取締役  

㈱日立ハイテクノロジーズ 

調達本部長 

兼同本部調達戦略部長 

兼科学・医用システム事業統括本部 

那珂地区生産本部調達部長 

桑原  満 監査役  
㈱日立ハイテクノロジーズ 

財務本部業務部長 

（注）１．取締役山本洋祐氏は、平成30年3月31日をもって取締役を辞任いたしました。 

   ２．監査役桑原満氏は、平成30年3月31日をもって監査役を辞任いたしました。 

 

 平成30年4月1日をもって、会社役員の変更を行いました。新役員は次のとおりです。 

                                 （平成30年4月1日現在） 

氏   名 地  位 担  当 重要な兼職の状況 

島津  剛 
代表取締役 

取締役社長 

全般 

サービス事業推進部 

全社プロジェクト 

地域戦略 

IT プロダクツ営業本部 

 

髙橋 路彦 取締役 

管理本部 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

輸出管理 

情報セキュリティ 

Ｊ－ＳＯＸ 

 

関  誠司 取締役 

エネルギー・化学品営業本部 

エレクトロニクス営業本部 

イノベーション推進部 

産業材料営業本部 

設備安全管理 

 

小松  広 取締役  

㈱日立ハイテクノロジーズ 

科学・医用システム事業統括本部 

那珂地区生産本部調達部長 

大村  浩 監査役  
㈱日立ハイテクノロジーズ 

財務本部業務部長 
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4．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項 

（１）決議内容の概要 

1) 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

監査役が業務監査権限を持ち、各取締役の担当業務の執行状況を確認します。 

監査役は取締役会に出席し、取締役会の出席及び審議の状況を確認します。 

法令違反行為の予防のために、親会社の内部通報制度を活用します。 

取締役は就任に当たり、誓約書を兼ねた就任承諾書を会社に提出します。 

 

2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会議事録は担当の取締役が作成し、総務部門に保管します。 

各取締役が担当業務に関して行う重要事項の決定は、決裁文書によって行い、総務部門  

に保管します。 

上記の議事録及び決裁文書は文書保存規則の保存年限で保管します。 

 

3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

業績に重要な影響を与える事項については、取締役会で審議し、決定した後に実行しま

す。 

コンプライアンス、情報セキュリティ及び環境に関するリスクについては、親会社が提

示する規則のモデルや対応事項に従い、規則を制定するなどの対応を図ります。 

また、不明な点は親会社の担当部署と連絡をとる体制を活用して対処します。 

取引先の信用リスクについては、外部調査機関の情報も活用して管理します。 

 

4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

重要な意思決定を行う場合は、社内規則により、「取締役会」にて、審議、決定します。 

業務執行の目標の明確化及び採算の徹底のため、目標値を年度予算として策定し、それ

に基づく業績管理を行います。 

予算及び実算については、取締役会で審議・報告します。 

 

5) 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

就業規則の周知を図るために担当の取締役が就業規則を掲示します。 

毎年度策定している社長方針において、法令遵守を繰り返し強調しており、必要に応じ

て、全従業員に書面等により周知徹底します。 

 

6) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制 

兼務役員等通じて、親会社が目指すべき価値の共有を図ります。 

親会社が実施する業務監査、経理監査を定期的に受査します。 

社内規則の制定、改正については、親会社の規則に準拠して行います。 

親会社との取引は市価によることとします。 

営業外の非通例的取引を親会社と行う場合には、取締役会にその内容を報告します。 
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7) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項 

当社の規模及び業態に鑑み、監査役の職務の補助を専業とする使用人は設置せず、監査

役が補助者を必要とするときは、担当の取締役にその旨を連絡し、担当の取締役は必要

な措置を講じるように努めます。 

 

8) 前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関

する事項 

監査役の要請によって、その職務を補助することとなった使用人については、担当の取

締役から、上長に対して業務上の配慮を要請します。 

 

9) 当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制 

予算の実推値については、担当の取締役から毎月監査役に報告します。 

各取締役が担当業務に関して行った決定を記録した決裁文書の内容については、監査役

の要求があればその都度、監査役に報告します。 

 

10) 前号の報告者が、報告したことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保

するための体制 

前号の報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行いま

せん。 

 

11) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

監査役からの費用の前払その他支払に関する請求があったときは、当該請求に係る費用

又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、速

やかに当該費用又は債務を処理します。 

 

12) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、取締役社長と必要に応じて意見交換を実施します。 

監査役は、親会社が実施した内部監査の結果について、報告を受けます。 

監査役は、監査及び会計に関する知識の習得に努めます。 

 

（２）体制の運用状況の概要 

1) 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

監査役は当該期間中の取締役会に毎回出席し、執行状況を確認しています。 

当該期間中の内部通報実績はありません。 

取締役は、就任時に誓約書を兼ねた就任承諾書を提出しています。 

 

2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会議事録、決裁文書は総務部門にて管理・保管を実施しています。 

「文書保存規則」を1972年4月に制定し、2017年12月最終改正しました。 
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3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

2017年9月開催の取締役会において2017年度下期見通し予算を審議、決定しました。 

「リスク管理規則」を2005年8月に制定し、2014年12月に最終改正しました。 

コンプライアンス･リスクマネジメント委員会を設置し、担当部門における対応責任を明

確化しています。 

社内限度設定先及び新規取引の前に外部調査機関を用いて信用調査を実施し、その情報

を活用して管理しています。 

 

4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

決裁規則、決裁基準、取締役会規則において定められた事項につき、取締役会にて審議、

決定しています。 

「取締役会規則」を1972年4月に制定し、2015年3月最終改正しました。 

「決裁規則」を2005年2月に制定し、2014年12月最終改正しました。 

「決裁基準」を2005年2月に制定し、2016年8月最終改正しました。 

2017年1月に年度予算を策定し、2017年3月取締役会で承認されました。 

2017年6月に2017年度上期業績予想を策定し、2017年7月取締役会で報告、 

2017年7月に2017年度下期見通し会議を実施し、2017年9月取締役会で承認、 

2017年12月に2017年度下期業績予想を策定し、2018年1月取締役会で報告し、業績管理

を行っています。 

監査役が取締役会に出席し、業績についてチェックをしています。(2017年度全回出席) 

 

5) 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

社内イントラの「（ＨＭＴ)規則集」に関連規則を掲示しています。 

「企業行動基準」を1984年9月に制定し、2015年3月最終改正しました。 

「行動規範」を2011年2月に制定しました。 

「社員就業規則」を1972年4月に制定し、2017年1月最終改正しました。 

各階層別研修においてコンプライアンス教育を実施しています。 

毎期初において社長自ら、社長方針・コンプライアンス等について、社員に直接説明し

徹底を図っています。また、2018年度予算・中計編成時の社長方針により、社員に周知

しています。 

 

6) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制 

親会社との関係 

兼務役員として親会社から派遣されている役員が取締役会に出席しています。 

2018年1月に親会社の監査室による内部監査を受査しました。 

当社決裁規則は親会社に準拠し、これに基づき規則の制定、改正を行っています。 

親会社との取引は市価を適用しています。 

当該期間中、親会社との非通例的取引の実績はありません。 

当社は子会社を有しておりません。 

 

7) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項 

当該期間中、該当事項はありません。 
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8) 前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関

する事項 

当該期間中、該当事項はありません。 

 

9) 当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告  

に関する体制 

予算の実推値については、管理本部長が毎月取締役会にて報告しています。 

当該期間中、監査役からの要求により決裁文書を開示し、監査役の確認を受けました。 

監査役の要求により、安来営業所を視察し、業務執行に関する事項について監査役と共

に確認を行いました。(2017年11月) 

 

10) 前号の報告者が、報告したことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保

するための体制 

当該期間中、該当事項はありません。 

 

11) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当該期間中、該当事項はありません。 

 

12) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

毎月の取締役会終了後、社長と監査役は意見交換を実施しています。 

2018年1月22日～26日に親会社の監査室による内部監査が実施され、その結果は監査講評

会にて監査役にも報告されました。 

監査役は常時、監査・会計に関する知識の習得に努めています。 

 

以 上 
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